


の構成員としての実績は、出資比率が 20％以上の場合のものに限る。）。 

・建物用途：屋内運動場（体育館含む）、講堂、図書館、庁舎、講義棟 

・構造：鉄筋コンクリート造（鉄骨鉄筋コンクリート造含む）又は鉄骨造 

・地上階数：指定しない 

・施工延べ面積：指定しない 

・その他：空調室外機１台当りの冷房能力 45KW 以上及び全熱交換型換気扇１台当りの

換気風量 250 ㎥／ｈの機器を設置した実績を求める。 

経常建設共同企業体にあっては、構成員のうち一者は上記の実績を有していること。 

（６） 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に配置できること。 

   ① ２級管工事施工管理技士又は同等以上の資格を有する者であること。 

   ② 平成 21 年度以降に上記（５）に掲げる工事の経験を有する者であること（共同企業

体の構成員としての実績は、出資比率が 20％以上の場合のものに限る。）。 

ただし、経常建設共同企業体の場合にあっては、一者の監理技術者が同種工事の経験

を有していればよい。 

   ③ 監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。 

   ④ 配置予定の監理技術者にあっては直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であるので、

その旨を明示することができる資料を求めることがあり、その明示がなされない場合

は入札に参加できないことがある。 

   ⑤ 経常建設共同企業体の場合の上記②ただし書きの記述に該当する者以外の者につい

ても、上記①に定める国家資格を有する監理技術者を配置できること。 

（７） 申請書及び資料の提出期限の日から開札の時までの期間に、文部科学省から「建設工事

の請負契約に係る指名停止等の措置要領について」（平成 18 年１月 20 日付け 17 文科施

第 345 号文教施設企画部長通知）（以下「指名停止措置要領」という。）に基づく指名停止

を受けていないこと。 

（８） 上記１に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面

において関連がある建設業者でないこと（入札説明書参照）。）。 

（９） 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（資本関係又は人

的関係がある者の全てが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く（入札説明

書参照）。）。 

（10） 東京都、埼玉県、千葉県、茨城県、栃木県、群馬県、神奈川県又は山梨県内に建設業法

に基づく許可を有する本店、支店又は営業所が所在すること。 

（11） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、文部科学省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でない

こと（入札説明書参照。）。 

 

３ 総合評価落札方式に関する事項 

（１） 総合評価落札方式の仕組み 

    本工事の総合評価落札方式は、標準点 100 点（入札説明書に示された内容を満たして

いる場合に付与する点数をいう。）に加算点 20 点（以下に示す評価項目に応じて付与す

る点数をいう。）を加え、評価値を算出し落札者を決定する方式とする。 

    その概要を以下に示すが、具体的な技術的用件及び入札の評価に関する基準等につい

ては、入札説明書において明記している。 

（２） 評価項目 

    評価項目は以下のとおりとする。 

① 企業の技術力 



 ・ 企業の施工能力 

・ 配置予定技術者の能力 

② 企業の信頼性・社会性 

・ 法令遵守（コンプライアンス） 

・ 地域精通度 

・ ワーク・ライフ・バランス等の推進 

（３） 評価の方法及び落札者の決定 

    入札参加者の技術提案による評価項目（評価指標）を評価し、評価値＝｛（標準点＋加

算点）／（入札価格）｝の最も高い者を落札者とする。 

    落札の条件は、次のとおりとする。 

     ① 入札価格が予定価格の制限範囲内であること。 

     ② 提案内容が発注者の設定している最低限の要求条件を下回らないこと。また、

最低限の要求用件である標準点を予定価格で除した数値（以下「基準評価値」と

いう。）を下回らないこと。 

（４） 上記（３）において、評価値の最も高い者が２人以上ある場合は、当該者にくじを引か

せて落札者を決定する。 

 

４ 入札手続等 

（１） 担当部局 

〒184－8501 東京都小金井市貫井北町４－１－１ 

東京学芸大学財務・研究推進部施設課施設企画係 

電話番号 042－329－7158 

電子メール sisetubu@u-gakugei.ac.jp 

（２） 入札説明書等の交付期間、場所及び方法 

入札説明書の交付は令和６年６月 19 日（水）から令和６年７月２日（火）15 時 00 分

まで、図面及び特記仕様書の交付は令和６年６月 25 日（火）から令和６年７月２日

（火）15 時 00 分まで、いずれも文部科学省電子入札システム上で交付する。 

ただし、紙入札の場合は、土曜日、日曜日、祝日を除く、9 時 00 分から 17 時 00 分

（最終日の令和６年７月２日（火）は 15 時 00 分まで。）の間、上記４（１）において

交付する。その際、別紙様式１「紙入札方式参加承諾願」（東京学芸大学ホームページ

上で交付）を提出すること。 

なお、入札説明書等の交付を電子メールにて希望する場合は、上記期限までに上記４

（１）の担当部局アドレスまでメールを送信すること（工事名、会社名、担当者名及び

連絡先（会社住所、電話番号、ＦＡＸ番号）を明記すること。）。 

入札説明書等資料の交付に当たっては、無料とする。 

（３） 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法 

    令和６年６月 19 日（水）から令和６年７月２日（火）15 時 00 分までに、電子入札シ

ステムにより提出すること。 

    紙入札の場合は、土曜日、日曜日、祝日を除く、９時 00 分から 17 時 00 分（最終日

の令和６年７月２日（火）は 15 時 00 分まで。）の間に、上記４（１）へ持参又は郵送

（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。提出期限内必着。）すること。 

（４） 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

    入札書は、令和６年７月 23 日（火）９時 00 分から令和６年７月 24 日（水）12 時 00

分までの間に、電子入札システムにより、提出すること。ただし、発注者の承諾を得た

場合は上記４（１）に持参すること（郵送による提出は認めない。）。 



開札は、令和６年７月 25 日（木）10 時 30 分東京学芸大学本部棟２階施設課において

行う。 

 

５ その他 

（１） 手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

（２） 入札保証金及び契約保証金 

① 入札保証金  免除 

② 契約保証金  納付。ただし、利付国債の提供又は金融機関若しくは保証事業会社

の保証をもって契約保証金の納付に代える事ができる。また、公共工事履行保証証券

による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除

する。なお、契約保証金の額､保証金額又は保険金額は、請負代金額の 10 分の１以上

とする。 

（３） 入札の無効  本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に

虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。な

お、本学により競争参加資格のあることを確認された者であっても、開札の時において

指名停止措置要領に基づく指名停止を受けている者等開札の時において上記２に掲げる

資格のない者は競争参加資格のない者に該当する。 

（４） 落札者の決定方法  落札者の決定は、競争参加資格の確認がなされた者の中で上記

３(３)の評価方法で決定するものとする。なお、具体的には入札説明書による。 

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適

合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結する

ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めら

れるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最高の評価

値をもって入札した者を落札者とすることがある。 

（５） 配置予定監理技術者の確認  落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理

技術者等の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。なお、種々

の状況からやむを得ないものとして承認された場合の外は、申請書の差替えは認められ

ない。 

（６） 専任の監理技術者の配置が義務付けられている工事において、低入札価格調査基準価

格を下回った価格をもって契約するときは、専任の監理技術者とは別に、同等の要件を

満たす技術者の配置を求めることがある（入札説明書参照。）。 

（７） 手続きにおける交渉の有無  無 

（８） 契約書作成の要否  要 

（９） 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負相手方との随意契約に

より締結する予定の有無  無 

（10） 関連情報を入手するための照会窓口  上記４（１）に同じ。 

（11） 一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加  上記２（２）に掲げる一般競争参

加資格の認定を受けていない者も上記４（３）により申請書及び資料を提出することが

できるが、競争に参加するためには、開札の時において、当該資格の認定を受け、かつ、

競争参加資格の確認を受けていなければならない。 

（12） 詳細は入札説明書による。 


